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英語圏諸国との比較からみた社人研の

地域別将来推計人口の誤差

山内昌和・小池司朗

Ⅰ．はじめに

公的機関が作成する将来推計人口は，通常，過去に起きた人口変化の趨勢を将来に投影

（projection）したものである（Preston,HeuvelineandGuillot2001，山口編 1990）．

投影である以上，推計人口と事後的に判明した実績人口との差は，人口変化の趨勢が推計

期間中に変わったことで生じたのであるから，厳密には誤りとは言えない．しかし，公的

機関の将来推計人口が予測値として利用されている現状を鑑みれば，事後的に判明した実

績人口との差を誤差とみなし，それについて検討することは可能である．実際，これまで

にも公的機関の将来推計人口の誤差に関する研究はなされてきている（例えばKeilman

1997,1998,2008;Stoto1983;Keyfitz1981;阿藤・池ノ上 1987）．これらの研究は，推

計手法や仮定設定の妥当性の検証，将来推計人口の誤差分布の作成等を通じて，将来推計

人口の利便性向上に少なからず貢献してきた．

日本における公的機関の地域別将来推計人口としては，国立社会保障・人口問題研究所

（旧厚生省人口問題研究所を含めて以下では社人研とする）による都道府県別と市区町村

別のものがあり１）（概略は後述する），その誤差について大江（2011）と江崎ほか（2013）
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本稿では，国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の地域別将来推計人口の総人口と年齢別人

口の誤差率について検討し，英語圏諸国の公的機関およびEUが作成した地域別将来推計人口の誤

差率と比較した．

社人研の都道府県別および市区町村別将来推計人口の誤差率は，推計期間が延びるとともに拡大

し，年齢別では0～4歳や20～30歳代の人口で大きくなる傾向にあった．また，誤差率の大きい地

域は基準年次によって異なり，概して人口移動傾向が大きく変化する大都市地域に多くみられた．

さらに，都道府県別よりも市区町村別の将来推計人口の方が誤差率は大きくなりやすく，人口規模

が小さい市区町村において，より誤差率が大きくなる傾向がみられた．

一方，英語圏諸国の公的機関およびEUとの比較では，社人研の地域別将来人口推計の誤差率の

方が小さい傾向にあった．これは社人研の推計手法によるというよりも，日本の人口の特徴，具体

的には英語圏諸国やEU諸国に比べて高齢化した年齢構造や，移民の少なさに起因する人口変化の

相対的な安定性に起因するものと考えられる．

これらを踏まえ，社人研の地域別将来推計人口の利用可能性について考察した．

1）社人研推計の他に地方自治体が実施する推計がある（西岡・山内・小池 2007a，b）．また国土交通省が

「国土のグランドデザイン」の検討資料として，試算という形ではあるが，地域メッシュ単位での将来推計人

口を公表している（http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/old/meta/mesh.html 最終確認2014年11月18日）．



が論じている２）．前者は都道府県別，後者は市区町村別の将来推計人口を対象とした貴重

な成果であるが，分析対象となっていない地域別将来推計人口が含まれていること３），年

齢別人口の誤差については検討されていないこと，また社人研の地域別将来推計人口の誤

差が国際的にみてどの程度の水準なのかが不明瞭であること，といった課題がある．

そこで本稿では，過去に投影として実施・公表された社人研の都道府県別と市区町村別

の将来推計人口を予測の結果とみなし，総人口ならびに年齢別人口の誤差について検討す

る．その上で，社人研の地域別将来推計人口の誤差を相対化するために，可能な範囲で英

語圏諸国の公的機関とEUが実施した地域別将来推計人口の誤差との比較を試みる．

本稿の構成は下記の通りである．Ⅱでは，英語圏でなされた地域別将来推計人口の誤差

に関する既存研究について整理する．Ⅲでは，過去の社人研推計の概要と分析で用いる誤

差の指標について説明する．Ⅳで都道府県別，Ⅴで市区町村別の将来推計人口を対象とし

て，それぞれ総数や年齢別に分け誤差について検討する．Ⅵでは，英語圏諸国とEUの公

的機関が実施した地域別将来推計人口の誤差について比較し，さらに社人研推計の利用法

について考察する．Ⅶでは，全体のまとめと今後の課題を示す．

なお，将来推計人口の誤差を論じる場合には仮定値について論じることも重要であるが，

社人研推計を利用する上では将来推計人口の誤差の情報の方が有用であることや，年齢別

人口の誤差を検討することで仮定値の影響をある程度把握できることから４），本稿では仮

定値については検討の対象としない．

Ⅱ．英語圏における地域別将来推計人口の誤差に関する研究

地域別将来推計人口の誤差について多くの成果を示してきたのがSmithやSwanson，

Taymanらである．かれらはアメリカで実施されたセンサスと，アメリカセンサス局ま

たはかれら自身の将来推計人口の結果とを比較し，StateやCounty，Censustractとい

う地域単位の違いを考慮しながら将来推計人口の誤差について多角的に検討した．その集

大成の1つがSmith,TaymanandSwanson（2013）である．同書の第13章が推計誤差

について論じたもので，①推計期間が長い方が誤差は大きくなりやすい，②対象となる地

域単位が小さい方が誤差は大きくなりやすい，③人口変化が激しい一部の地域でかなり大

きな誤差を示すことがある，④年齢別にみると出生や人口移動が大きく影響する若年層で

誤差が大きくなりやすい，⑤より新しい時期に実施された将来人口推計の方が誤差が小さ
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2）全国の市区町村を対象として将来人口推計を実施している機関として公益財団法人統計情報研究開発センター

がある．同機関の実施する将来人口推計はコーホート変化率法によるもので，1995年国勢調査を基準人口とし

たものを公表して以来，国勢調査が実施される度に新しい推計結果を公表している．このうち1995年国勢調査

を基準人口とした推計結果の誤差を分析したものに田村（2004）があり，総人口の誤差率の分布を論じた．

3）都道府県別では1985年基準と1990年基準，市区町村別では2005年基準の将来推計人口の誤差は検討されてい

ない．

4）例えば，推計期間が短い場合には，0～4歳人口は出生と人口移動，20歳代前後は人口移動，高齢層は死亡

が誤差をもたらす主要因であると考えられる．



くなりすいわけではない５），といった知見を提示している．さらに，同書には典型例

（typical）として，絶対値で計測した将来推計人口の誤差率（後述するAPE）の平均値

が示されており，誤差の水準を判断する目安になり得るものとなっている（表1）．

他にも，2000年代に入り，公的機関が実施した地域別将来推計人口の誤差に関する研究

が相次いで発表されている．それらを整理したものが表2である６）．このうちニュージー

ランドを対象としたStatisticsNewZealand（2008），イングランドを対象としたOffice
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5）研究蓄積が進むと知見が豊富になって理論も洗練されるため，より新しい将来推計人口ほど誤差は低下する

可能性がある．しかし，時系列でみた人口変動は必ずしも安定しないために現実にはそのようにならない．

6）筆者の語学能力の制約から英語圏のものに限定した．

表１ 推計期間別にみた典型例としての地域別将来推計人口の

誤差率（絶対値）の平均値
（％）

地域
推計期間（年）

5 10 15 20 25 30

State 3 6 9 12 15 18

County 6 12 18 24 30 36

Censustract 9 18 27 36 45 54

出所：Smith,TaymanandSwanson(2013)のTable13.7
注）誤差率（％）は（推計値－実績値）／実績値×100として算出する．

表２ 英語圏諸国の公的機関とEUが実施した地域別将来推計人口の誤差分析に関する近年の研究成果

文献 国・地域
推計の
実施機関

推計の対象地域
分析対象
の推計の
数

年齢別人口
の誤差分析
の有無

主な分析指標

Wilson(2012)
オーストラ
リア

Australian
Bureauof
Statistics

1階層（Stateand
Territory）

12
有（5歳階級
別の18区分）

誤差率の中央値，10パー
センタイル値，90パーセ
ンタイル値など

StatisticsNew
Zealand(2008)

ニュージー
ランド

Statistics
NewZealand

3階層 （Regional
CouncilArea,
Territorial
AuthorityArea,
AreaUnit）

5（Area
Unitは4）

有（5歳階級
別の18区分）

誤差率別の度数分布など
（TerritorialAuthority
Areaの年齢別のみ中央値，
10パーセンタイル値，90
パーセンタイル値の図があ
る）

Officefor
National
StatisticsCenter
forDemography
(2008)

イングラン
ド

Officefor
National
Statistics
Centrefor
Demography

3階層
（Government
OfficeRegion,
County,Local
Authority）

6 無

誤差率の二乗平均平方根
など（GovernmentOf-
ficeRegionについてのみ
個別に誤差率が示される）

Wang(2002) アメリカ
U.S.Census
Bureau

1階層（Stateand
Districtof
Columbia）

1* 無
誤差率の中央値など（州
別総人口の推計値と実績
値の情報あり）

Reesetal.(2001)EU**

Directorate
GeneralXVI
(Regional
Policyand
Cohesion)

1階層（NUTS2） 2***
有（3ないし
4区分）

誤差率や非類似度指数な
ど（ただし，地域別総人
口，年齢別人口の推計値
と実績値の情報あり）

*主な分析は1995年基準の推計を対象にしているが，それより古い基準年の推計の情報も含まれている．
**EU諸国のうち，NUTS2の推計誤差の分析対象となったのはベルギー，フランス，ドイツ，ギリシャ，イタリア，
オランダ，スペイン，イギリス．
***NUTS2地域の推計誤差の分析は2つの推計に対して行われたが，推計手法の検討は4つの推計に対して行われた．



forNationalStatisticsCenterforDemography（2008），アメリカを対象としたWang

（2002）およびEU加盟国を対象としたReesetal.（2001）は将来人口推計の実施機関自

らがとりまとめに深くかかわっている．オーストラリアを対象としたWilson（2012）が，

この中では唯一研究者が独自にまとめたものである．

これらの研究は誤差について論じている点では共通しているが，その分析手法は多岐に

わたっている．例えば，Reesetal.（2001）はEUROSTATの地域別将来人口推計の方

法の改善に向けた提言書であり，その中で誤差に関しては，総人口と年齢3区分別（一部

4区分別）人口の誤差率を要約した非類似度指数（indexofdissimilarity）７）を用いた分

析を行い，あわせて地域別の推計値と実績値の一覧表を提示している．それに対しイング

ランドを対象としたOfficeforNationalStatisticsCenterforDemography（2008）は

総人口の誤差率に焦点を当てたものである．同書では，最上位の地域階層であるGovern-

mentOfficeRegionについては地域別に誤差率の詳細な検討を加えているが，その他の

地域階層については誤差率を要約したRMSE（rootmeansquareerror）８）の提示と誤差

率の大きい一部地域の情報を整理するにとどめられている．

こうした分析手法の違いもあって，誤差の水準を相互に比較する際には注意を要するも

のの，上述したSmith,TaymanandSwanson（2013）の5つの知見とも整合的な結果

が得られており，社人研の地域別将来人口推計の誤差を相対化する上で，これらの研究が

示す誤差に関する情報は有用であろう．

Ⅲ．社人研の地域別将来推計人口の概要と分析方法

1. 社人研の地域別将来推計人口の概要

社人研が実施した都道府県別及び市区町村別人口の将来推計については，山内・小池

（2014）がその概要をまとめているが，ここでは本稿に必要な範囲で改めて整理したい．

社人研では国勢調査の人口を基準とする将来推計人口を全国，都道府県別，市区町村別

の順に公表している．初めて公表された都道府県別人口の将来推計は1985年を，市区町村

別人口の将来推計は2000年をそれぞれ基準年次としたものである９）（表3）．因みに市区

町村の将来推計人口を足し上げると都道府県の値に，都道府県の将来推計人口を足し上げ

ると全国の値に合致する．ただし，全国の将来人口は毎年の男女年齢各歳別人口を50年後

（参考推計は100年後）まで推計するのに対し，都道府県別および市区町村別の将来人口は
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7）indexofdissimilarity（Dとする）は次のように定義される． D・
1

2
・100・・

・・・・

Pie

PIe

・
Pia

PIa

・・・・
ただし，P

は人口，添え字のeは推計値，aは実績値，iは地域，Iは地域全体を表す．

8）RMSEは次のように定義される． RMSE・
1

n・
n

i

・・・・・・・・・

・Pie ・ Pia ・
2

Pia

・・・・・・・・・・
ただし，nは地域の数を表す．

9）過去の都道府県別と市区町村別の将来推計人口の手法や結果は報告書として刊行されている（厚生省人口問

題研究所 1987，1992；国立社会保障・人口問題研究所 1997，2002，2004，2007，2009，2013）．なお，2010

年基準の将来推計人口は都道府県別と市区町村別のものを同時に公表した．



5年おきに30年後までの男女年齢5歳階級別人口を推計している10）．

推計方法は主として純移動率を用いたコーホート要因法であり，市区町村別人口の将来

推計では0～4歳人口の算出に子ども女性比（CWR）を用いる．仮定値は，出生と死亡

については全国人口の将来推計の仮定値や推計結果を用いて全国と当該地域との相対的な

関係を利用して設定するのに対し，人口移動については当該地域における直近期間11）の

純移動率を利用して設定する．

推計の種類は，本推計と呼ばれる基本仮定に沿ったものと，純移動率の仮定が異なる参

考推計とに大別される．後者の参考推計では，これまで一貫して純移動率を0と仮定した

ものが作成され，それ以外の純移動率を仮定したものは必ずしも作成されていない．

2. 分析方法

本稿では，これまで公表された社人研の地域別将来推計人口のうち，2005年基準までの

ものを対象として，本推計の結果と国勢調査の結果とを比較した．本推計のみを取り上げ

るのは，利用される頻度が最も高いと考えられるためである．

分析対象となる都道府県や市区町村の境域は基準時点のものとし12），推計期間は基準時

点から15年までとした．年齢区分は年齢3区分別（0～14歳，15～64歳，65歳以上）と5

歳階級別とし，国勢調査の年齢不詳は按分して含めた．また，1990年基準および1995年基

準の都道府県別将来推計人口は千人単位での公表となっているため，実績値も千人単位で

四捨五入した値を利用し，それ以外は1人単位で算出したものを用いた．

分析に用いた指標は，ALPE（AlgebraicPercentError）とAPE（AbsolutePercent

Error）である．ALPEは実績値と推計値の乖離を符号付きで，APEはそれを絶対値で

表すもので，共にSmith（1987）やSmithandShincich（1988）をはじめとする推計誤

差の研究で利用されてきた指標である．ALPEと APEの定義は下記の通りであり，

ALPEが負の場合は推計値より実績値が大きい過少推計を，ALPEが正の場合は推計値
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表３ 社人研が公表した地域人口の将来推計

実施機関 公表年月 基準年 対象地域

厚生省人口問題研究所 1987年1月 1985年 都道府県

厚生省人口問題研究所 1992年10月 1990年 都道府県

国立社会保障・人口問題研究所 1997年5月 1995年 都道府県

国立社会保障・人口問題研究所 2002年3月 2000年 都道府県

国立社会保障・人口問題研究所 2003年12月 2000年 市区町村

国立社会保障・人口問題研究所 2007年5月 2005年 都道府県

国立社会保障・人口問題研究所 2008年12月 2005年 市区町村

国立社会保障・人口問題研究所 2013年3月 2010年 都道府県・市区町村

10）都道府県別の将来推計人口のうち，1985年基準のものは推計期間が40年，1990年基準のものは20年であった．

11）推計の基準年を含む過去5年間を直近期間と呼ぶ．例えば2005年基準の将来推計人口の場合，直近期間は

2000～2005年である．

12）2000年基準の推計に含まれる新潟県山古志村は2004年10月の新潟県中越地震によって多大な影響を受けたた

めに本稿の分析には含めていない．



が実績値より大きい過大推計を意味する．

ALPE・・P・e ・ P・a ・・P・a ・100 APE・・P・e ・ P・a ・・P・a ・100

P：人口，e：推計値，a：実績値，・：年齢

分析では，原則として個別自治体の指標値ではなく，全体としての指標値の分布につい

て検討した．また，分布の指標としては，一般に利用されることの多い中央値や10パーセ

ンタイル値，90パーセンタイル値を用いた．ただし，これら指標値の分布は，社人研の全

国人口の将来推計の誤差率とも関連しているため，必要に応じてその値も併記し，本文中

で言及することにした．

なお，英語圏諸国の公的機関の誤差との比較に際しては，Ⅵで後述するようにALPE

やAPE以外の指標も使用した．

Ⅳ．都道府県別将来推計人口の誤差

1. 総人口

まず，総人口の誤差について検討するためにALPEとAPEの分布を基準年別，推計

期間別に整理したものが表4である．ALPEの中央値をみると，推計期間が5年の場合

-1.3％～0.9％，10年の場合-1.6％～1.5％，15年の場合-1.1％～2.8％であった．推計期間が

長くなるほどALPEの中央値は0から乖離する傾向がみられたが，1990年基準のような

例外もみられた．

ALPEの10パーセンタイル値，90パーセンタイル値は，推計期間が長くなると0から

乖離する傾向がみられ，10パーセンタイル値と90パーセンタイル値の差も広がった．推計

期間が長くなるほどALPEの分布の散らばりは大きくなるため，推計期間が同じ場合で

も，基準年によっては10パーセンタイル値や90パーセンタイル値に差がみられた．

一方APEの中央値は，推計期間が5年の場合0.5％～1.4％，10年の場合1.3％～2.1％，

15年の場合2.5％～3.1％と，推計期間が長くなるに従って増加した．
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表４ 基準年，推計期間別にみた都道府県別将来推計人口（総人口）のALPEとAPEの分布
（％）

基準年（年） 1985 1990 1995 2000 2005 1985 1990 1995 2000 1985 1990 1995

推計期間（年） 5 5 5 5 5 10 10 10 10 15 15 15

ALPE

90パーセンタイル値 1.8 0.4 1.6 1.6 0.8 3.0 2.0 3.9 3.1 5.8 5.2 6.3

中央値 0.9 -1.3 0.4 0.5 -0.3 1.5 -1.6 1.2 1.0 2.8 -1.1 2.0

10パーセンタイル値 -0.4 -2.1 -0.5 -0.5 -1.2 -0.3 -3.6 -0.7 -1.5 0.0 -3.8 -1.2

全国 0.5 -0.1 0.0 0.0 -0.7 1.6 0.4 -0.1 -0.5 3.4 1.2 -0.3

APE

90パーセンタイル値 1.9 2.3 1.9 1.6 1.2 3.0 3.9 4.5 3.4 5.8 8.1 6.7

中央値 0.9 1.4 0.6 0.6 0.5 1.5 2.1 1.5 1.3 2.8 2.5 3.1

全国 0.5 0.1 0.0 0.0 0.7 1.6 0.4 0.1 0.5 3.4 1.2 0.3



APEの90パーセンタイル値も，推計期間が長くなるに伴って増加し，中央値との差も

広がる傾向にあった．例えば推計期間が5年の場合，中央値との差が最も大きいのは1995

年基準の1.3ポイントであったのに対し，推計期間が15年の場合では1990年基準の5.6ポイ

ントが最大であった．

次に，各都道府県のALPEを整理したものが表5である．推計期間が5年の場合は目

立った特徴はみられなかったが，推計期間が10年，15年と延びるに従い，特に大都市地域

の都道府県においてALPEの中央値が0から大きく乖離する傾向がみられた．しかし，

特定の都道府県でこうした傾向がみられたわけではない．例えば，推計期間が同じ10年で

ある場合，都道府県別のALPEの分布図からは常に同じ都道府県でALPEが特に高いわ

けではなく（参考図1），基準年の異なる都道府県別ALPEの相関係数が-0.41～0.51であっ

た．また，先にみたように，推計期間が長くなるとALPEの分布の散らばりは拡大する

傾向にある中で，ALPEの0からの乖離が縮小するような例もみられた．例えば，1990

年を基準年とする山形県のALPEは，推計期間が5年で-1.4％，10年で-2.1％，15年で

-1.6％と，推移していた．

このように都道府県によってALPEの値に差異がみられるのは，将来推計人口を作成

する際に利用する直近期間の人口の動向とその後の人口の動向との違いに影響を受けてい

るためと考えられる．例えば，1990年代後半以降顕著になったいわゆる都心回帰現象の影

響は，推計期間15年のALPEにおいて，1990年基準や1995年基準の茨城県や埼玉県といっ

た大都市郊外で過大推計，都心部の東京都では過少推計として表れている．

なお，詳細については省略するが，ALPEやAPEなどの指標と人口規模や基準期間に

おける人口増加率との間にそれほど明瞭な相関関係はみられなかった．

2. 年齢別人口

年齢別人口の誤差について検討するにあたり，年齢3区分別に整理したものが表6であ

る．ALPEやAPEの分布にみられる基本的な特徴は（1）の総人口と似ているため，ここ

では年齢別の特徴を中心に整理した．

0～14歳人口の場合，ALPEの中央値は推計期間5年で-1.6％～2.9％，10年で1.4％～

11.3％，15年で10.9％～25.9％と総人口より大きい値を示した．10パーセンタイル値と90

パーセンタイル値の差や両指標の0からの乖離についても同様であった．このように0～

14歳人口で誤差が大きくなるのは，出生率の仮定の影響のみならず，親世代の年齢層の推

計に必要な純移動率の影響も受けるためと考えられる．また，推計期間が15年の場合に

ALPEの中央値が10％を超えているのは，推計当時，社人研が現在と比較して高い出生

率を仮定していたことも影響している．

15～64歳人口の場合，ALPEの中央値は推計期間が5年で-1.5％～0.9％，10年で-2.3％

～2.1％，15年で-2.2％～2.9％と，ほぼ総人口に近い水準であった．10パーセンタイル値

と90パーセンタイル値についても総人口の水準に近い値を示した．

65歳以上人口の場合，ALPEの中央値は推計期間が5年で-1.3％～-0.4％，10年で-2.5
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表５ 基準年，推計期間別にみた都道府県別将来推計人口のALPE
（％）

基準年（年） 1985 1990 1995 2000 2005 1985 1990 1995 2000 1985 1990 1995

推計期間（年） 5 5 5 5 5 10 10 10 10 15 15 15

北海道 1.6 -2.2 0.3 0.1 0.1 1.5 -3.4 0.8 0.6 2.6 -3.8 1.9

青森県 2.0 -3.5 -0.5 2.0 0.9 1.0 -6.8 0.8 5.2 0.2 -7.8 3.4

岩手県 1.0 -2.1 -0.3 1.7 0.9 0.2 -3.9 0.9 4.5 -0.3 -3.7 3.4

宮城県 0.1 -1.3 1.2 1.6 -0.6 -0.2 -0.8 3.8 2.8 1.4 1.4 6.3

秋田県 0.8 -2.1 0.0 1.3 0.7 -0.2 -3.6 1.1 3.5 -0.8 -3.8 3.3

山形県 0.0 -1.4 0.2 0.8 0.8 -0.7 -2.1 1.2 2.6 -0.8 -1.6 3.3

福島県 0.1 -1.4 1.0 1.0 0.5 -0.6 -1.1 3.0 2.7 0.3 0.5 5.9

茨城県 0.7 -0.5 2.4 1.1 -1.2 1.9 2.0 5.9 1.2 6.6 6.2 8.8

栃木県 -0.7 0.2 1.0 0.2 -0.1 -0.5 2.1 2.2 0.7 1.6 4.6 3.8

群馬県 0.5 -0.2 0.5 0.4 -0.3 1.5 0.6 1.7 0.7 3.9 2.7 3.0

埼玉県 -2.1 3.0 2.3 0.6 -1.6 -0.2 9.5 5.4 -0.1 5.2 17.2 7.3

千葉県 -0.5 2.8 1.6 -0.3 -1.7 3.0 8.1 2.9 -2.0 9.5 13.5 2.9

東京都 1.2 0.5 -4.2 -2.2 -1.9 3.1 -3.1 -10.4 -5.5 0.7 -8.6 -17.1

神奈川県 -0.6 3.4 -0.4 -1.1 -1.0 3.2 6.9 -1.9 -2.6 7.5 9.4 -3.7

新潟県 0.2 -1.5 0.6 0.9 -0.4 -0.6 -2.0 2.1 1.7 -0.3 -1.1 3.7

富山県 0.1 -0.8 0.3 0.2 -0.3 0.0 -1.1 0.7 0.4 0.9 -0.7 1.3

石川県 0.9 -0.8 0.8 0.0 -1.3 1.6 -0.5 1.8 -1.1 4.0 0.7 1.8

福井県 1.4 -0.5 -0.2 0.6 0.1 3.0 -0.7 0.1 1.3 5.1 0.1 0.9

山梨県 0.6 -1.8 2.3 0.5 1.0 0.3 -0.8 5.2 2.3 2.8 1.2 9.8

長野県 0.7 -1.4 0.6 1.1 0.1 0.5 -1.7 2.7 2.5 1.6 -0.3 5.5

岐阜県 0.8 -0.5 0.9 -0.1 0.1 1.8 0.3 1.8 0.1 4.6 1.6 3.1

静岡県 0.0 0.1 0.6 -0.5 0.2 0.9 1.5 0.9 -0.5 3.3 2.9 1.8

愛知県 -0.4 0.3 -0.5 -1.3 -0.6 0.4 0.8 -2.1 -2.8 1.4 0.5 -3.7

三重県 0.2 -0.9 1.6 -0.3 0.0 0.1 0.1 3.0 -0.3 2.3 1.3 5.0

滋賀県 0.1 -0.4 0.6 1.1 -0.7 0.8 0.4 2.6 2.2 2.9 2.9 4.5

京都府 1.0 -0.7 -0.4 0.3 -0.3 1.6 -1.1 -0.7 0.4 2.3 -1.1 -0.9

大阪府 0.9 -0.4 -1.5 -0.4 -1.5 2.1 -0.2 -3.4 -2.2 3.7 -0.2 -6.3

兵庫県 -0.5 1.9 0.6 0.5 -0.4 1.8 1.2 2.2 1.0 1.7 2.5 3.3

奈良県 1.3 0.2 2.5 2.1 -0.8 4.1 3.7 7.3 3.4 10.9 9.9 11.6

和歌山県 0.4 -2.2 1.0 1.8 -0.8 -0.8 -2.9 4.0 2.9 -0.2 -1.4 6.3

鳥取県 0.9 -1.0 -0.5 0.6 1.2 1.4 -1.6 -0.5 2.7 2.1 -1.6 1.0

島根県 1.9 -1.4 -0.5 1.0 -0.1 3.0 -2.9 0.1 2.2 4.2 -2.7 1.1

岡山県 1.2 -1.5 0.9 -0.5 -0.2 1.5 -1.6 1.3 -0.7 3.7 -1.8 2.0

広島県 0.9 -0.7 0.8 -0.3 -0.7 2.1 0.2 1.2 -0.9 5.1 1.0 1.4

山口県 1.8 -1.7 0.1 0.4 -0.5 2.7 -2.5 0.3 0.5 4.5 -2.7 0.4

徳島県 0.7 -1.4 0.6 0.5 0.4 0.6 -1.9 1.5 1.6 1.6 -1.9 3.2

香川県 1.1 -1.2 0.4 0.3 -0.5 1.8 -1.5 1.2 0.4 3.7 -0.9 1.8

愛媛県 1.6 -1.3 -0.1 0.5 -0.2 2.5 -2.1 0.3 1.2 4.1 -2.1 0.8

高知県 1.7 -1.7 -1.1 1.6 0.9 2.6 -3.9 -0.8 4.5 3.2 -4.3 0.9

福岡県 0.8 -1.5 0.1 0.8 -0.8 1.0 -2.1 1.0 1.3 2.3 -1.7 1.5

佐賀県 1.3 -2.0 0.9 0.0 0.0 1.2 -2.6 1.8 0.3 2.8 -2.4 3.1

長崎県 1.3 -1.7 -0.1 0.3 0.3 1.6 -2.6 0.3 1.0 2.5 -2.7 1.2

熊本県 1.7 -1.9 0.3 0.7 -0.4 2.2 -3.0 1.1 1.2 3.6 -3.3 1.9

大分県 1.8 -1.5 -0.2 -0.2 -0.9 2.7 -2.8 -0.7 -1.0 4.1 -3.9 -1.5

宮崎県 1.3 -2.4 0.5 0.8 -0.7 1.0 -3.6 1.6 1.1 1.8 -3.6 2.6

鹿児島県 2.3 -2.0 -0.7 1.2 0.1 3.3 -3.9 -0.3 3.0 4.3 -4.3 0.7

沖縄県 2.1 -1.6 0.0 -0.5 0.1 4.0 -2.1 0.0 -0.5 6.7 -2.6 0.6



％～-1.7％，15年で-4.3％～-4.0％であった．10パーセンタイル値と90パーセンタイル値は

ともにマイナスであるが，これは社人研がこれまで高齢者の死亡水準をやや高めに仮定し

ていたためである．ただし，90パーセンタイル値と10パーセンタイル値の差は総人口より

小さく，ALPEの分布の散らばりは小さい．

APEについても基本的な傾向はALPEと同様であるが，総人口との比較で中央値や90

パーセンタイル値の分布の特徴を簡潔に整理しておきたい．0～14歳人口の場合，いずれ

の指標も基準年によらず総人口より大きい値を示した．15～64歳人口の場合，基準年や推

計期間によって違いはみられるが，総人口と同じか若干大きい程度である．65歳以上人口

の場合は，基準年や推計期間にかかわらず一部を除いて総人口より小さい．

年齢5歳階級別のALPEの分布を示したのが参考図2である．年齢別の分布傾向は基

準年によって多少の違いはみられるものの，出生の影響の大きい0～4歳，人口移動の活

発な20～30歳代，死亡の影響の大きい80歳代以上で中央値が0から乖離しやすく，90パー

センタイル値と10パーセンタイル値との差も大きい．

全体的な特徴をみるために，APEの中央値および90パーセンタイル値を推計期間別に

平均したのが図1と図2である．推計期間が長くなると全年齢でAPEの中央値と90パー
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表６ 基準年，推計期間別にみた都道府県別将来推計人口（年齢３区分別人口）の

ALPEとAPEの分布
（％）

基準年（年） 1985 1990 1995 2000 2005 1985 1990 1995 2000 1985 1990 1995

推計期間（年） 5 5 5 5 5 10 10 10 10 15 15 15

ALPE

0～

14歳

90パーセンタイル値 4.2 1.5 2.7 2.8 0.1 14.0 7.6 8.5 7.6 31.0 23.2 19.4

中央値 2.9 -0.9 1.0 1.4 -1.6 11.3 1.4 5.2 3.1 25.9 10.9 11.4

10パーセンタイル値 1.3 -2.5 -0.7 0.0 -3.1 7.8 -2.0 1.6 -0.5 20.3 3.8 5.0

全国 2.6 0.3 0.5 0.8 -2.1 11.7 4.5 3.7 1.4 27.5 15.0 8.7

15～

64歳

90パーセンタイル値 1.7 0.5 1.9 2.2 1.4 1.5 1.9 5.0 5.0 2.7 4.3 7.1

中央値 0.7 -1.5 0.5 0.9 0.1 -0.2 -2.3 1.6 2.1 -0.3 -2.2 2.9

10パーセンタイル値 -0.9 -2.4 -0.7 -0.3 -0.9 -2.0 -4.4 -0.7 -1.1 -3.0 -5.9 -1.2

全国 0.2 -0.1 0.0 0.2 -0.6 -0.1 0.0 0.0 -0.1 -0.1 0.0 -0.7

65歳
以
上

90パーセンタイル値 -0.4 0.2 0.0 -0.8 -0.1 -0.4 0.0 -1.4 -1.4 -1.3 -1.9 -2.7

中央値 -0.8 -0.4 -0.5 -1.3 -0.6 -2.0 -1.7 -2.5 -2.4 -4.1 -4.0 -4.3

10パーセンタイル値 -1.5 -1.0 -1.0 -1.8 -1.0 -3.3 -2.5 -3.5 -3.4 -5.3 -5.6 -5.2

全国 -0.7 -0.3 -0.8 -1.4 -0.2 -1.5 -1.6 -2.9 -2.5 -3.2 -4.0 -4.6

APE

0～

14歳

90パーセンタイル値 4.2 3.3 2.9 2.8 3.1 14.0 7.6 9.1 7.6 31.0 23.2 19.4

中央値 2.9 1.2 1.1 1.4 1.6 11.3 2.1 5.4 3.3 25.9 10.9 13.4

全国 2.6 0.3 0.5 0.8 2.1 11.7 4.5 3.7 1.4 27.5 15.0 8.7

15～

64歳

90パーセンタイル値 1.8 2.6 2.1 2.3 1.7 2.3 5.1 5.4 5.1 3.6 8.7 7.8

中央値 0.8 1.7 0.8 1.0 0.7 1.2 2.7 2.0 2.2 1.6 3.7 3.4

全国 0.2 0.1 0.0 0.2 0.6 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.7

65歳
以
上

90パーセンタイル値 1.5 1.2 1.0 1.8 1.1 3.3 2.7 3.5 3.4 5.3 5.6 5.2

中央値 0.8 0.5 0.5 1.3 0.6 2.0 1.7 2.5 2.4 4.1 4.0 4.3

全国 0.7 0.3 0.8 1.4 0.2 1.5 1.6 2.9 2.5 3.2 4.0 4.6



センタイル値が上昇し，とくに若い年齢層で顕著である．出生や人口移動といったライフ

イベントの発生を見通すことが難しく，推計期間が延びると誤差も累積されるためと考え

られる．

都道府県別にみた年齢別のALPEやAPEのデータについては紙幅の都合で省略する

が，都道府県別の総人口と年齢別人口のALPE，APEの相関係数は総じて高く，総人口

にみられた特徴がほぼ当てはまる．すなわち，総人口のALPEやAPEが大きい都道府

県では年齢別人口でもALPEやAPEが大きくなりやすいが，どの都道府県でALPEや

APEが大きくなりやすいかは基準年によって異なる傾向にある．

Ⅴ．市区町村別将来推計人口の誤差

1. 総人口

総人口のALPEとAPEの分布を基準年別，推計期間別に整理したのが表7である．

ALPEの中央値は，推計期間が5年の場合0.3％と0.8％，推計期間が10年の場合2.4％，

APEの中央値は推計期間が5年の場合1.3％と1.7％，推計期間が10年の場合3.5％である．

中央値をみる限りでは先にみた都道府県との差は小さい．

ALPEの10パーセンタイル値と90パーセンタイル値，APEの90パーセンタイル値をみ

ると，推計期間が5年の場合でも都道府県に比べて0からの乖離は大きい傾向にあり，推

計期間が10年の場合は一層乖離が拡大する．

市区町村の場合，総人口のALPEやAPEの分布には人口規模との関係がみられる．

基準時点の人口規模をもとに市区町村を1万人未満，1～10万人，10万人以上に3区分し

て整理すると（表8），人口規模が小さい場合ほどALPEやAPEの分布の散らばりは大

きい（参考図3）．例えば推計期間が10年のAPEの90パーセンタイル値をみると，人口

規模1万人未満では10.9％であるのに対し，人口規模1～10万人では8.1％，人口規模10

万人以上では7.4％であった．

APEが大きい市区町村では，人口規模が小さい場合を除き，東京大都市圏内の市区町
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図１ 年齢別APEの中央値の
推計期間別平均値

図２ 年齢別APEの90パーセンタイル値の
推計期間別平均値
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表７ 市区町村別将来推計人口（総人口）のALPEとAPEの分布
（％）

基準年（年） 2000 2005 2000

推計期間（年） 5 5 10

ALPE

90パーセンタイル値 4.1 3.1 8.7

中央値 0.8 0.3 2.4

10パーセンタイル値 -2.2 -2.4 -3.5

APE

90パーセンタイル値 4.8 4.1 9.4

中央値 1.7 1.3 3.5

表８ 市区町村別将来推計人口（総人口）のALPEとAPEの分布

人口規模1万人未満

（％）

基準年（年） 2000 2005 2000

推計期間（年） 5 5 10

ALPE

90パーセンタイル値 4.8 5.8 10.2

中央値 0.9 1.1 3.1

10パーセンタイル値 -2.5 -2.6 -3.2

APE

90パーセンタイル値 5.5 6.7 10.9

中央値 1.9 2.1 4.0

人口規模1～10万人

（％）

2000 2005 2000

5 5 10

3.7 2.5 7.5

0.9 0.4 2.2

-1.7 -2.1 -3.2

4.2 3.3 8.1

1.5 1.2 3.1

人口規模10万人以上

（％）

2000 2005 2000

5 5 10

2.4 1.1 4.3

0.0 -0.5 -0.8

-2.7 -2.8 -5.8

3.6 3.0 7.4

1.3 1.0 2.7

表９ 人口規模が１万人以上でAPEが５％を超える市区町村

コード自治体名
総人口
（人）

ALPE
（％）

13102中央区 98,399 -13.7

13116豊島区 250,585 -11.2

11341滑川町 15,434 -11.1

08224守谷市 53,700 -10.4

12231印西市 60,060 -9.6

12232白井市 53,005 -9.3

11234八潮市 75,507 -9.2

43404菊陽町 32,434 -9.0

13121足立区 624,807 -9.0

11301伊奈町 36,535 -8.4

13101千代田区 41,778 -8.2

13305日の出町 15,941 -7.8

14382箱根町 14,206 -7.7

40621苅田町 34,387 -7.7

20321軽井沢町 17,144 -6.9

08235つくばみらい市 40,174 -6.6

47328中城村 15,798 -6.5

12206木更津市 122,234 -6.4

12220流山市 152,641 -6.2

注）2005年を標準年とする推計について2010
年のALPEを整理したものであり，総人口
は2005年の値

コード自治体名
総人口
（人）

ALPE
（％）

13108江東区 420,845 -6.0

09214さくら市 41,383 -6.0

23304長久手町 46,493 -5.9

20385南箕輪村 13,620 -5.8

40349粕屋町 37,685 -5.6

29343三郷町 23,062 -5.5

04207名取市 68,662 -5.2

25381安土町 12,080 -5.1

11237三郷市 128,278 -5.0

13109品川区 346,357 -5.0

08310城里町 22,993 5.3

01584洞爺湖町 11,343 5.6

19207韮崎市 33,801 5.9

12230八街市 75,735 6.0

30361湯浅町 14,742 6.1

29424上牧町 24,953 6.3

19366南部町 10,254 6.4

40605川崎町 20,115 7.7



村やそれ以外の規模の大きい都市に隣接するベッドタウン的な特徴を持つ市区町村に過少

推計の例が比較的多くみられた．こうした地域は相対的に人口移動が活発であるため，住

宅開発の影響などで人口移動の傾向が変化しやすいことが背景にあると考えられる13）（江

崎ほか 2013）．参考として表9に2005年基準の将来推計人口で2005年の総人口が1万人以

上の市区町村のうち，推計期間が5年でAPEが5％を超えるものを示した．

このように人口規模が小さかったり，人口移動傾向の変化が激しかったりする一部の市

区町村では誤差率が大きくなりやすく，誤差率の分布の散らばりが都道府県より大きいと

いう特徴がある．

2. 年齢別人口

年齢3区分別に基本指標を整理したのが表10である．いずれの年齢区分においても都道

府県に比べてALPEとAPEの中央値はともに0からの乖離は大きく，分布の散らばり

も大きくなる傾向にあった．また，総人口と同様に年齢別にみても市区町村の人口規模に

よる違いは明瞭であり，人口規模が1万人未満では年齢別にみたALPEとAPEの中央

値はともに0からの乖離が大きく，分布の散らばりも大きかった．

年齢5歳階級別のALPEの分布を示したのが図3である．ALPEと年齢との関係は，

出生の影響の大きい0～4歳，人口移動の活発な20～30歳代，死亡の影響の大きい80歳代
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全体

（％）

基準年（年） 2000 2005 2000

推計期間（年） 5 5 10

ALPE

0～14
歳

90パーセンタイル値 9.4 5.1 23.8

中央値 2.1 -1.1 5.7

10パーセンタイル値 -4.4 -7.0 -8.0

15～64
歳

90パーセンタイル値 5.4 4.4 11.7

中央値 1.4 0.9 4.1

10パーセンタイル値 -2.2 -2.4 -3.1

65歳
以上

90パーセンタイル値 2.0 2.2 2.7

中央値 -1.1 -0.2 -2.1

10パーセンタイル値 -4.1 -2.8 -6.7

APE

0～14
歳

90パーセンタイル値 10.3 9.4 24.4

中央値 3.6 2.8 8.4

15～64
歳

90パーセンタイル値 6.0 5.3 12.3

中央値 2.1 1.7 4.8

65歳
以上

90パーセンタイル値 4.5 3.7 7.2

中央値 1.7 1.2 2.9

人口規模1万人未満

（％）

2000 2005 2000

5 5 10

11.7 12.5 31.8

2.5 0.4 8.4

-5.6 -8.5 -8.2

6.6 7.9 14.5

1.6 1.9 5.3

-2.6 -3.0 -2.4

2.8 4.3 4.1

-1.0 0.1 -2.0

-4.7 -3.6 -7.7

13.2 15.0 32.8

4.7 4.5 11.0

7.4 9.2 15.0

2.5 2.9 5.8

5.3 5.5 8.7

2.0 1.8 3.4

人口規模1～10万人

（％）

2000 2005 2000

5 5 10

7.7 3.5 17.6

2.1 -1.2 4.8

-3.2 -6.5 -7.7

4.4 3.6 9.5

1.4 1.0 3.6

-1.5 -2.0 -2.6

1.4 1.7 1.8

-1.1 -0.3 -2.0

-3.6 -2.5 -5.9

8.2 7.5 19.1

3.1 2.6 7.4

4.8 4.1 10.1

1.8 1.6 4.3

3.8 3.0 6.2

1.5 1.1 2.5

人口規模10万人以上

（％）

2000 2005 2000

5 5 10

4.8 1.1 10.5

0.6 -2.0 1.1

-3.5 -6.1 -8.7

2.9 1.5 5.4

0.1 -0.3 -0.4

-3.0 -3.1 -6.0

0.2 1.6 1.1

-1.4 -0.6 -2.7

-3.2 -2.4 -6.2

5.8 6.4 12.4

2.1 2.2 4.8

3.8 3.6 8.5

1.4 1.1 3.0

3.4 3.3 6.4

1.6 1.1 3.1

表10 基準年，推計期間別にみた市区町村別将来推計人口（年齢３区分別人口）のALPEとAPEの分布

13）全市区町村を対象とした場合，人口増加率と誤差率との間には明瞭な関連はみられなかった．基準期間にお

ける人口増加率と誤差率との相関係数は，推計期間が5年の場合は-0.16～0.04であった．



以上で分布の散らばりが大きくなりやすい．市区町村の場合，とくに人口規模が小さいほ

どALPEの中央値や10パーセンタイル値，90パーセンタイル値の0からの乖離がかなり

大きくなることが分かる．また，10パーセンタイル値に比べて90パーセンタイル値の絶対

値が大きいのは分布が正の方向に偏っているためで，とくに人口規模が小さい場合に過大

推計になりやすいことを表している．

なお，詳細は省くが，市区町村の場合も都道府県と同様に，総人口のALPEやAPE

が大きい場合には年齢別人口のALPEやAPEも大きいという関係がみられる．
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図３ 年齢別ALPEの分布（上：全市区町村，上から２番目：人口規模１万人未満，

下から２番目：人口規模１～10万人，下：人口規模10万人以上）



Ⅵ．社人研推計の誤差の特徴と利用可能性

1. 英語圏諸国の公的機関とEUにおける将来推計人口の誤差との比較

社人研推計の誤差と英語圏諸国の公的機関およびEUが作成した地域別将来推計人口の

誤差について，地域単位別，推計期間別に整理したものが表11である．予め地域単位別の

人口規模についてみておくと，都道府県と比較的類似しているのはEUのNUTS2やオー

ストラリアのStateandTerritoryである．アメリカのStateやイングランドのGovern-

mentOfficeRegionは都道府県よりも大きい傾向に，ニュージーランドの Regional

CouncilAreaは小さい傾向にある．市区町村については人口規模が数百人から数百万人

まで多岐にわたり，地域の数も多いために類似の地域単位は存在しない．ただし，ニュー

ジーランドのTerritorialAuthorityAreaとUnitAreaは人口規模の小さい地域を数多

く含んでいる．

以上を念頭に誤差について比較する．比較に用いた指標は各研究で示された要約指標で

ある．具体的には，RMSE（rootmeansquarederror），APEの平均値と中央値と90パー

センタイル値，さらにはAPE別の地域割合（5％未満，5～10％，10％以上の地域の割

合）である．

都道府県の場合，推計期間が同じ場合にはRMSEやAPEに関するいずれの指標でみ

ても，表11の中では最も小さい．したがって，都道府県別の将来推計人口の誤差は相対的

に小さい傾向にあるといえる．

市区町村の場合，推計期間が同じ場合でも，RMSEやAPEに関する指標値は相対的に

大きい傾向にある．ただし，ニュージーランドのTerritorialAuthorityAreaやUnit

Area，イングランドのLocalAuthorityといった比較的人口規模の小さい地域と比べる

と，RMSEは小さく，APE5％未満の地域割合が大きくなりやすいことから，相対的に

誤差は小さいといえよう．また，2005年基準の市区町村の場合，いずれの指標でみても

NUTS2（1990年基準）とほぼ同程度である．

参考までに，Ⅱで言及したSmith,TaymanandSwanson（2013）が典型例として示

したアメリカのStateのMAPE（表1）と比較すると，日本を含む各国の地域別将来推

計人口のMAPEの方が小さかった．

年齢別人口については本稿で取り上げた諸研究を全て比較することが難しいため，十分

な情報が得られたオーストラリアのStateandTerritoryおよびニュージーランドのTer-

ritorialAuthorityAreaの5歳階級別人口のALPEの10パーセンタイル値と90パーセン

タイル値を比較する（図4）．都道府県の場合，推計期間が5年と10年のいずれもほとん

どの年齢で90パーセンタイル値や10パーセンタイル値は小さく，両者の幅も狭い傾向にあ

る．市区町村の場合，推計期間が5年と10年のいずれも65歳以上を除いて90パーセンタイ

ル値が最も大きくなりやすく，他方で10パーセンタイル値はニュージーランドのTerrito-

rialAuthorityAreaに比べて小さく，オーストラリアのStateandTerritoryとは同水
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．
都
道
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差
の
指
標
値
は
推
計
期
間
が
同
じ
も
の
を
ま
と

め
て
集
計
し
た
値
．



準である．

以上からわかるように，日本の地域別にみた将来推計人口の誤差は他国と比較して小さ

い傾向にあった．その理由として，日本では外国人割合が低く，また高齢化の影響もあっ

て人口移動が比較的安定している点について指摘しておきたい．将来推計人口の誤差が大

きくなるのは，出生や死亡，人口移動のパターンが過去から大きく乖離した場合である．

このうち特に人口移動の時系列の変化は不安定であり，将来の見通しを得ることは難しい．

英語圏諸国やEUの場合，日本に比べて国際人口移動が活発で年齢構造も若いことから，

時系列でみた人口変化が不安定になりやすいと考えられる．
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図４ 年齢別にみたALPEの90パーセンタイル値と10パーセンタイル値

注1）NZはニュージーランド，JPは都道府県，JMは市区町村，ASTはオーストラリアを表し，90は
90パーセンタイル値，10は10パーセンタイル値を表す．

注2）ニュージーランドはStatisticsNew Zealand（2008）のFigure.5をもとに推計期間別に平均した
値である．

注3）オーストラリアはWilson（2012）のFigure.5の地域別に示された値の平均値である．
注4）日本の都道府県は推計期間別に平均した値であり，市区町村は2000年基準の値である．



ここで推計誤差と推計手法との関連について補足しておくと，社人研の地域別将来推計

人口が採用している純移動率を用いたコーホート要因法は，他の公的機関が採用する推計

モデルに比べ，理論的に十分に洗練されたものとは言い難い14）．社人研がこの方法を用い

るのは主に利用可能なデータの制約によるものであるが，理論的に洗練された推計モデル

を用いる他の公的機関の推計の方が誤差も小さいというわけではないことを示していると

いえよう15）．

2. 社人研推計の利用可能性

これまでみてきた社人研の地域別将来推計人口の誤差の大きさについては利用者によっ

て評価が分かれるところであろうが，少なくとも英語圏諸国とEUの公的機関が作成した

ものに比べて特に誤差が大きいというわけではなかった．一方で，他国の公式推計にみら

れた特徴は概ね社人研の将来推計人口にも共通することが明らかになった．具体的にはⅠ

章で述べたように①推計期間が長い方が誤差は大きくなりやすい，②対象となる地域単位

が小さい方が誤差は大きくなりやすい，③人口変化が激しい一部の地域でかなり大きな誤

差を示すことがある，④年齢別にみると出生や人口移動が大きく影響する若年層で誤差が

大きくなりやすい，⑤より新しい時期に実施された将来人口推計の方が誤差が小さくなり

やすいわけではない，という5点である．

以上を踏まえ，推計誤差を自明のこととし，その特徴を把握した上で，社人研の将来推

計人口の利用可能性について次の2点に触れたい．1点目は，社人研の将来推計人口を可

能性の1つとみなした場合の利用可能性についてである．社人研の地域別将来推計人口は，

過去の趨勢が今後も大きく変化しないという仮定に基づいた結果であり，ベンチマークに

なり得る値である．従って，社人研とは異なるシナリオで作成された将来推計人口を社人

研のそれと比較することで，想定されたシナリオが将来人口に及ぼす影響を把握すること

ができる．また，今回示した誤差の情報それ自体も，新たに想定されたシナリオの実現可

能性を評価する資料として活用できるだろう．

2点目は，社人研の将来推計人口を蓋然性の高いものとみなした場合の利用可能性につ

いてである．具体的には，何らかのサービスに関する将来需要を予測する際に社人研の将

来推計人口を利用するといった場面が想定される．その際，上述の誤差の情報を織り込む

ことで，社人研の地域別将来推計人口を特定の数値としてではなく幅をもった数値として

利用することも可能であり，実際こうした試みはこれまでにも度々なされてきている

（Stoto1983，SmithandSincich1988，Wilson2012）．
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14）社人研では，2005年基準の推計以降，純移動数の正負によって分母を当該地域以外の人口と当該地域の人口

とに分けた場合分け純移動率を採用している．この方法は，小池（2008）が示したように，通常の純移動率を

採用した場合に比べ，推計計算上不可避的に生じる歪みが軽減される．

15）少なくともアメリカのStateやEUのNUTS2（1990年基準）の将来推計人口は，人口移動に関しては理論

的に洗練された多地域人口モデル（Multi-RegionalModel）を用いて算出されている．なお，理論的に洗練

されたモデルの方が単純なモデルよりも推計精度が高いわけでないことはSmith,TaymanandSwanson

（2013）でも指摘されている．



これら2つの利用法のいずれにおいても問題になると考えられるのは，一部の地域，と

くに人口規模が小さい場合や住宅開発等の影響で人口移動が極端に変動する場合に誤差が

かなり大きくなるケースがあることであろう．これは社人研の地域別将来推計人口に固有

の問題というよりも，人口の将来推計が一般的に抱えている問題といった側面がある．小

人口集団の将来人口の推計方法に関する検討は別途行うとしても16），このようなケースで

は，対象地域の人口変動を継続的に観察することで将来推計人口の利用可能性について評

価したり，定期的に将来推計人口を改訂したりといった作業が必要になってくる．

将来推計人口それ自体が人々の行動変容を促す可能性があることを考えると，誤差自体

を問題視することは必ずしも適切ではない．将来推計人口は現在の人口がもつ潜在的な変

化の可能性を示すものであり，その意味で社人研の将来推計人口は，今後の望ましい社会

構築に向けて試行錯誤するための材料の1つとなり得るのである．

Ⅶ．おわりに

本稿では，過去に投影として実施・公表された社人研の地域別将来推計人口を予測の結

果とみなし，その総人口ならびに年齢別人口の誤差率について検討するとともに，英語圏

諸国の公的機関およびEUが作成した地域別将来推計人口の誤差率と比較した．

まず都道府県別および市区町村別将来推計人口の誤差率については，推計期間が延びる

とともに拡大し，年齢別には0～4歳や20～30歳代の人口で大きくなるという特徴がみら

れた．また，誤差率の大きい地域は基準年次によって異なるものの，どちらかといえば人

口移動傾向が大きく変化する大都市地域で誤差率が大きい傾向にあった．一方，都道府県

別に比べ市区町村別将来推計人口の誤差率の方が大きくなりやすく，とりわけ人口規模が

小さい市区町村において顕著であった．

次に英語圏諸国の公的機関とEUが作成した地域別将来推計人口との比較では，社人研

の地域別将来推計人口の誤差率はどちらかといえば小さかった．その要因は，社人研の推

計法にあるというよりも，日本の人口の特徴，すなわち英語圏諸国やEU諸国に比べて高

齢化した年齢構造や移民の少なさに起因する人口変化の相対的な安定性によるものと考え

られる．以上を踏まえ，社人研の地域別将来推計人口を利用する際に，推計結果を可能性

の1つとみなした場合と蓋然性の高いものとみなした場合とで，それぞれ今回検討した誤

差率がどのような意味を持ち得るのかについて考察した．

今後の課題は3つある．1つ目の課題は，過去の人口変動の分析を進めて理論的な考察

を掘り下げることである．地域人口の変動に関する理論モデルはこれまで十分に検討され

ていないが，人口転換モデル等の既存のモデルを発展させていく努力は必要であろう．そ

のことは単に学術的な課題としてあるだけでなく，地域別将来人口推計の仮定設定にも資

すると考えられる．
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16）住宅開発等によって人口移動パターンが特異な地域の将来人口推計の方法については，Smith,Tayman

andSwanson（2013）の10章で論じられている．



2つ目の課題は，地域別将来人口推計における仮定設定のあり方や推計モデルが推計誤

差に及ぼす影響を明らかにすることである．本稿では推計結果である将来人口に着目して

実際の人口との差を論じた．しかし，過去の人口指標を将来に延長するための方法も含め，

設定した仮定の妥当性については慎重に検討する必要がある．

3つ目の課題は，人口規模の小さい集団を対象とした将来推計の方法について検討する

ことである．人口規模が1万人を下回る市区町村では推計誤差が大きくなりやすかったよ

うに，人口規模が小さい場合には人口学的な方法で将来推計人口を算出することが難しい．

しかし，町丁・字や小学校区などの小地域を単位とした将来推計人口が必要な場面もある

ことから，小人口集団において誤差の生じにくい将来人口推計が方法論的に可能なのかど

うか検討しておく必要がある．

以上，今後の課題としたい．

（2015年7月24日査読終了）
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参考図１ 都道府県別ALPE（推計期間10年の場合）
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参考図２ 基準年別，推計期間別にみた社人研の都道府県別将来推計人口の年齢別ALPE
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参考図２ 基準年別，推計期間別にみた社人研の都道府県別将来推計人口の年齢別ALPE（つづき）
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参考図３ 市区町村別，人口規模別にみた社人研の市区町村別将来推計人口のALPE
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EvaluationofErrorsinOfficialSubnationalPopulationProjectionsforJapan
ComparedtoThoseforEnglish-SpeakingCountriesandtheEU

MasakazuYAMAUCHIandShiroKOIKE

FutureregionalpopulationtrendsareamajorconcernfortheJapanese,becausethenational

populationhasdeclinedsinceitspeakin2008.TheNationalInstituteofPopulationandSocialSe-

curityResearch(IPSS)hasdevelopedsubnationalpopulationprojectionsforJapanthathavebeen

widelyused.However,theseprojectionshavenotbeenfullyevaluated.Inthispaper,wehenceas-

sesstheiraccuracy.

Forprefectures,themedianabsolutepercenterror(MedAPE)increasesaccordingtotheprojec-

tionduration.MedAPEsaftera5-yearduration,whichareapproximately1%,aresmallerthan

thoseaftera10-yearduration,whichareapproximately2%.Theprefectureswithrelativelylarge

percenterrors,manyofwhichareincludedbymetropolitanregion,arethosethathaveexperienced

significantchangesinnetmigration,althougharelationshipbetweenpercenterrorandpopulation

sizecannotbefound.

Theaccuracyformunicipalitiesisworsethanthatforprefectures.MedAPEsafter5-yearand10-

yeardurationsareapproximately1.5%and3.5%respectivelyformunicipalities,whichare0.5per-

centagepointsand1.5percentagepointshigherthanthoseforprefectures,respectively.

Municipalitieswithsmallpopulationstendtohavelargerpercenterrorsthanthosewithlargepopu-

lations.MedAPEaftera10-yeardurationis4.0%formunicipalitieswithpopulationslessthan

10,000and2.7%forthosewithpopulationsgreaterthan100,000.

Forprefecturalandmunicipalprojectionsbyage,accuracyfortheyoungestagegroup(0-4

years),youngadultgroup(20-39years),andoldestagegroup(80yearsandabove)islower,onav-

erage,reflectingfluctuationsinbirthsandmigration,migration,anddeathswithinthoseages,re-

spectively.

Inaddition,wecomparetheaccuracyoftheIPSSsubnationalpopulationprojectionsagainstthe

accuraciesofsubnationalpopulationprojectionsconductedbygovernmentagenciesinEnglish-

speakingcountries,includingAustralia,NewZealand,theUK,theUS,andtheEU.Accordingto

severalmeasurements,suchasrootmeansquareerror(RMSE),meanabsolutepercenterror

(MAPE),90thpercentileofabsolutepercenterror,andpercentageofareaunitswithabsoluteper-

centerror,theaccuracyofIPSSsubnationalpopulationprojectionsisratherlowcomparedtothe

accuracyofprojectionsbyothercountries'officials.Thisresultseemstoberelated-nottothe

IPSS'sprojectionmodel,whichisacohortcomponentmethodwithnetmigrationratesthatisless

sophisticatedthanmultiregionalprojectionmodelsdevelopedbyotherofficials,buttotherelative

stabilityofpopulationchangesinJapancausedbypopulationagingandalowerinfluxofinterna-

tionalmigrants.


